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　（資＊斗）　　表1およこ）ミ〔17〕　〔24〕。
14ユ．7％の高水準に留まっている（表5）。
　シンガポールは，他のアジアNIESに比べてもっとも貿易依存度が高く，年々低下している
ものの，その輸入超過率は高い。アジアNIESのうち，つぎに貿易依存度の高い香港は1985年
以降輸出超過に転じている。台湾と韓：国は両貿易立国には及ばないが事情は若干異なる。輸出指
向型工業化の影響が近年になって現れているからである。まず台湾は，1984年を除き輸出超過が
年々つづき，1982年の大きな格差を別とすれば，1985年以降この輸出超過は次第に伸びている。
つぎに韓国は台湾より低い水準ながら僅かな輸入超過から1986年以降輸出超過に転じている。
　以上のアジアNIESの高度の経済発展は，結果的には急速な人口増加を伴った。この場合経
済と人口とが相互に関連しながら発展してきたと思われるが，以下この関連を見ることにしよう。
図2は一人当たりGNPと出生率との関係を示したものである。表2の数値とそれぞれの普通出
生率との相関図である。これによると，まず韓国は，出生率が1965年の35．0％・から1986年の19．4
％・への急に低下しているが，一人当たりGNPも105ドルから2，300ドルへと急速に上昇している
相関図を見せている。つぎに台湾であるが，1975年から1984年までの出生率，22．98％・から19．70
％・への逓減的低下傾向に対応して相対的に大きく作用した一一人当たりGNPの956ドルから3倍
以上の3，048ドルへの上昇に，両者の強い相関を認めることができる。香港も1975年から1985年
の年間にユ8．2％・から14．0％・のやや急傾斜の出生率減退に対応して2，124ドルから3倍以上の6，841
ドルに急上昇している相関を示している。最後のシンガポールは，1970年から1986年の年間に出
生率は22．1％・から15．2％・に他の地域に比べて緩慢に低下しているが，一一人当たりGNPは925ド
ルから6，949ドルへと7．5倍以上に上昇している姿を見せている。ここで最後の2年間の動きにつ
　アジアNIESの済済発展と人口要因
表6　アジアNIESの労働力人口の動向
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（単位：千人，％）
年次o締翻囎嫌唇繍艶繍繍馬蝉晒蝋活韓　　　　　国　　　　台　　　　　湾
1965
1970
1975
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
15，　937
17，　468
20，　918
24，　463
25，　100
25，　638
26，　212
26，　861
27，　553
28，　225
28，　955
8，　859
10，　062
12，　193
14，　431
14，　683
15，　032
15，　118
14，　997
15，　592
16，　116
！6，　873
55，　591
57．　6
58，　3
59．　0
58．　5
58．　6
57．　7
55．　8
56．　6
57．　1
ss．　3　I
　　t
6，　689
8，　1！5
9，　712
11，　378
11，　698
12，　013
12，　263
12，　544
12，　860
3，　891
4，　654
5，　656
6，　629
6，　764
6，　959
7，　266
7，　491
7，　651
58．　17
57．　35
58．　24
58．　26
57．　82
57．　93
59．　25
59．　72
59．　49
香港シンガポール
2，　982
3，　671
3，　755
3，　861
3，　939
3，　979
4，　053．　9
4，　149．　8
1，　964．　0
2，　141，　0
2，　489．　0
2，　498．　1
2，　540．　5
2，　606．　2
2，　626．　9
2，　701．　5
65．　9
62．　0
66．　3
64．　7
64．　5
65．　5
64．　8
65．　1
　　一央’
1，038．51　575
1，200．31　692．9
1，513．6［　867．4
1，　758．　61　1，　102．　5
1，　819．　61　1，　146，　0
1，　847．　5［　1，　170．　5
1，　891．　21　1，　206．　4
1，904．5ユ，207．4
1，　934．　91　1，　204．　0
55．　37
57．　73
57，　31
62．　69
62．　98
63．　36
63．　79
63．　40
62．　23
（注）　＊は1966年。
（出所）　表1と同じ。
いては一人当たりGNPが出生率と厳密な関連を見せていないことに気付く。しかし総じて一人
当たりGNPと出生率との間には相関関係が見られることは確かである。
　つぎに，このような経済発展と人口との関連を，労働力人口の動向側面から見ることにしょう。
表6はこれを示したものである。これによると，総人口の動向で見たと同じようなことが言える。
まず，15歳以上人口数では韓国が台湾の倍以上の規模であり，香港がシンガポールの約倍の規模
である。つぎに，15歳以上人口のうち経済活動に参加している人口の割合は，韓国と台湾が55％
以上の比重であるが，香港とシンガポールは1980年以降60％を越える比重である。表9に見られ
るように，後者2地域では第3次産業の比重が大きい。時系列的に見ると，韓国では第4次経済
開発計画期まで経済活動率が上昇しているが，それ以後第5次計画期に入って1984年のまでにこ
の率が55．8％に低下した後，期末の1986年には57．1％に上昇している。第6次計画期に入ってさ
らに58．3％の経済活動率に達している。台湾では第3次の転換の1980年代に入って，産業の高度
化とともに経済活動率の上昇が見られる。香港では1981年まで経済活動率が上昇して66．3％に達
して，その後停滞状態が1984年までつづき翌1984年に65．5％に戻っているが，これは表7に見ら
れる同年の就業人口の増加率が3．・24％に上昇していることによるものである。1986年についても
同じことが言える。経済活動率，65．1％の高水準と就業人口の増加率，3，22％の高水準とが符煩
しているのである。シンガポールでは！983年まで経済活動率が徐々に上昇しその後低減している
が，その水準は高く就業人口の増加率も1980年以降急に低減し1985年には就業人口が絶対減して
いる。これは表8に見られるこの時以降の失業人口の増大とも関連しているようである。
　さて，以上のことと関連して，就業人口の動向を見ることにしょう。韓国は，1975年を前後し
て，戦後2世代目のベビー・ブームの出産効果がピークに達した15歳入口階層を加えた経済活動
12 アジアNIESの経済発展：と人口要因
表7　アジアNIESの就業人口の動向
（一単位：千人目％）
年　次
韓
? ? ?
香 港 シンガポール
総数一u繭率総数 増加率 総数贈加率i総釧増加率
1965
1970
1975
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
8，　206
9，　617
11，　692
13，　683
14，　023
14，　379
！4，　505
14，　429
14，　970
15，　505
16，　354
17．　19
21．　58
17．　03
　2．　48
　2．　54
　0．　88
A　O．　05
　3．　75
　3．　57
　5．　48
3，　763
4，　576
5，　521
6，　547
6，　672
6，　8！1
7，　070
7，　308
7，　428　1
7，　733　i
8，　022　li
21，　61
20．　65
18．　58
1．　91
2．　08
3．　80
3．　37
1．　64
4，　10
3．　74
2，　053．　7
2，　393．　1
2，　407．　0
2，　426．　6
2，　505．　2
2，　543．　3
2，　625．　2
16．　53
0．　58
0，　81
3．　24
1．　52
3．　22
　524　＊
　650．　9
　828．　7
1，　068．　9
1，　112．　8
1，　140．　5
ユ，16Z　7
1，　174．　8
1，　154．　2
20．　42
27．　32
28．　99
　4，　11
　2．　49
　2．　38
　0．　61
A　1．　78
（注）　＊は1966年。
（出所）表1と同じ。
表8　アジアNIESの失業人口の動向
（単位：千人，％）
　　　　　韓年次｛
　　　　総　　数
? ? ?
? 総　劃　率
　　　　1
?…???…?シ????
…?万
??
1965
1970
1975
1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
445?
??
??
9？？1
611　I
slg　1
????????12879
136
82
92
149
197
183
222
212
161　1
??????
???
、割
igs：81
76・　3　！
9．　0
3．　8
3．　9
3．　6
4．　5
3．　9
3．　2
2．　8
51　＊
42．　0
38．　7
33．　5
33．　2
30．　0
38．　8
32．　5
49．　8
????????? 。??
　（注）＊は1966年。
　（出所）　表1と同じ。
人口を重化学工業化過程で労働力として吸収し，就業人口の増加率を高め失業率を低下させてい
る。1980年で就業人口の増加率がやや低くユ7．03％になっているが，このときの失業率は5．　2％に
上昇している。その後1ケタ台で増加率は年々減退し，1984年にはマイナス0．05％の水準まで就
業人口は絶対的減少に陥る。1985年以後就業ノ＼口は年々増大し，1987年には5．48％の増加に達す
る。その間失業率はこれに相応して年々低下する。台湾の就業人口にも韓国と似たような動向を
見せている部分がある。1970年以後1980年まで2ケタ台の増加率で年々低減し，1981年にユ．9！％
に落ち込む。その後1983年にひとつのピークに達し3，80％に回復する。第3次の転換期の産業の
高度化の始まった時期である。そしてその後低下し1985年にユ．64％に落ち込んだ後ふたたび上昇
　アジアNIESの経済発展と人口要因
表9　アジアNIESの就業人口の産業構造
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（単位：％）
年次p　鴨誠＿1総轟、次i第2蒜＿1≒1義次…総数篇壷　
1965
1970
1975
1980
1981
1982
1983
！984
1985
1986
1987
100．　Oi
100．　0
100．　0
！00．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100，　0
100．　0
50．　4
45．　7
34．　Oi
34．　2
32．　1
29．　7
27．　1
24．　9
23，　6
2i，　9
???（?? 10，　3ii
14．　3i
19．　1
22．　5
21．　3
22．　7
23．　2
24．　2
24．　4
26．　1
28．　0
．f31．　OI　100．　01
35．　3i　100．　0
35．　2f　100．　0
43．　51　100，　OI
44．　51　100．　0
46．　11　！00．　0
47．　OI　100，　0
48．　71　100，　0
50．　6i　100．　O
Jro．　sl　loo，　0
50．　Oi　IOO．　O
48，　61
38．　3
3L　6
20，　5
27．　8
19．　9
19．　7
18．　2
18．　0
20，　1
．？．6．　4
33，　8
41，　4
41．　2
40．　2
40．　0
41．　7
40．　9
35．　3
34，　6
38．　1
39，　0
39．　9
40．　3
40．　1
41，　1
31．　3i　100．　OI
　　l IOO．　O1
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
　　　　翻a8
so，41　4g．6Poo．ol　1．　g
49．　2
42．　1
50．　8
57，　9
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100．　0
100，　0
100．　0
ユ00．0
L7
L2
1．　2
1，　2
LO
O．　9
29．　7
34．　7
37．　6
36．　2
36．　6
35．　7
36．　8
35．　2
66．　5
63，　4
60，　7
62，　6
62．　2
63．　1
62．　2
63．　9
　（出所）　表1と同じ。
し，さらに1987年には3．74％に達する。台湾の失業率は，韓国に比べてその水準が低いが，1982
年以後微増し1985年にひとつのピークに達し2．9％を記録している。これは同年の就業人口の低
い増加率，1，64％に符合するものである。香港については上述した通りであるが，失業率が台湾
よりも高い水準にあって，就業人口が低い0．81％の増加率を示したとき失業率は1980年以降もっ
とも高い4．5％の水準を記録しているのを見ることができる。最後にシンガポールであるが，こ
こでも韓国および台湾と同様1970年から1980年までは2ケタ台の高水準就業人口増加率を示して
いる。しかし両国とは違い，この間年々この増加率は上昇している。その後大きく1ケタ台に落
ちて，しかも年々低下して1985年にはマイナス1．78％という就業人口の絶対的減少を起こしてい
るのを見ることができる。
　最後に，以上の就業人口の産業構造を見ることにしたい。表9によると，まず，韓国の第1次
経済開発計画が始まった頃の1965年の産業構造は，農業が過半を占める農業国の域を完全に脱し
ていなかった。それが，経済開発計画の実施により工業国，しかも産業的世界普及の進行過程上
第4世代工業化の軌道に乗り，その変貌を逐げようとしている。1965年には全産業の58，6％の比
重を占めた第1次産業は年々着実に減退して1987年には凡そ1／3の21，9％の比重に減り，対象
的に第2次産業の比重は，この年間に10．3％から3倍近い28．0％にまで高まった。そして第3次
産業は31．0％から50．0％へその比重を高めた。ただ1981年に第2次産業の比重が前年水準より
1，2％も低くなっているが，これは，技術・雇用集約型工業の開発を目標とした第4次経済開発
計画実施の現れである。雇用に対するGNPの割合（比較生産比）は，ユ．43となっており，ユ985
年の1．36を上回わっているのである（［18］136ページ）。
　台湾では，1965年の時点で，第2次産業の比重が韓：国のそれのほぼ倍となっており，第1次産
業のそれはユ0％も低いものであった。第ユ次産業は，開発計画の実施過程で年々その比重を低下
　14　　　　　　　　　　　　　アジアNIESの経済発展と人口要因
させ，1980年の20，5％から翌1981年には27，8％への逆戻りもあったが，20年後の1985年には18．0
％という低い比重となった。第2次産業は，1965年の20．！％からその比重を高め1980年にその倍
の41．4％に達したが，その後はこの水準で定常状態がつづいている。もっとも大きな比重は1984
年の41．・7％である。
　香港の産業構造は，都市国家であるため第ユ次産業がなく，第2次産業と第3次産業だけから
なっている。前者の比重は，1975年に前者が50．4％，後者が49．6％であったが，1986年にはそれ
ぞれ42．1％，57．9％に逆転している。シンガポールの産業構造は，第1次産業が1970年の時点で
3．8％の比重をもっていたが，年々その比重を減らし，1985年には0．9％のかすかな比重に留まり，
ほとんど第2次および第3次産業からなる都市国家の色彩を濃くしている。1975年から1985年ま
での10年間に前者は35％前後，後者は62％前後の割合をそれぞれ保っている。
4．　アジアNIESの経済成長と儒教秩序
　4，200万人の韓国と2，000万人の台湾は，前者が重化学工業化，後者が軽工業を中心としてはい
るが，似通った産業構造をもっており，そして550万人の香港と260万人のシンガポールは，とも
に貿易・サービス産業を中心とした産業構造をもっていると言えよう。前者のグループと後者の
グループとは自ずから性質を異にし，その進むべき途も異なることを認識する必要があろう。前
者はそれぞれの人口の発展に相応してこれからも一層の経済発展を目指すであろうし，後者も小
規模なりの人口発展とともに付加価値を高める産業高度化の途を求めて行くであろう。表10はア
ジアNIESの将来人口を展望したものである。この表は，出生率，死亡率ともに改善され，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れぞれ12．6％・の水準になるまで，人口成長　　　表10アジアNIESの将来人口の展望
　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千人）　　　率がゼロになる時まで，乳児死亡率が5％・
年次隣国i台剃香港㍑ガポ????????????????41，　056
43，　768
46，　619
49，　368
51，　848
53，　976
55，　823
57，　516
59，　039
60，　294
62，　014
63，　480
67，　831
65，　238
65，　333
19，　408
20，　753
22，　033
23，　233
24，　423
25，　564
26，　589
27，　470
28，　226
一？J8，　836
29，　889
30，　427
30，　597
30，　628
30，　633
5，　423
5，　797
6，　090
6，　314
6，　497
6，　668
6，　831
6，　976
7，　084
7，　129
7，　031
7，　0！8
7，　025
7，　027
7，　027
2，　558
2，　694
2，　820
2，　926
3，　023
3，　110
3，　185
3，　239
3，　270
3，　273
3，　198
3，　229
3，　258
3，　264
3，　266
（出所）　〔17〕。
の水準まで，平均余命が79．5歳に到達する
までそしてTFRが2，058の水準になる一ま
で，すなわち静止人口の状態になるまで延
長して推計したものである（18）。その時点
はアジアNIESの各地域とも2150年にな
る。これによると，韓国は6，500万人，台
湾は3，000万人，香港は700万人そしてシン
ガポールは300万入がそれぞれ最大人口規
模である。これまでの発展過程からすれば，
各地域とも今後もそれぞれの人口規模に相
応する経済発展の途を辿るであろう。
　しかしアジアNIESには文化的に共通
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するところがあり，これまでも大きく係わっていたかも知れないものがある。それは古来何等か
の形でこの地域に影響をもたらしてきた儒教である。今日のアジアNIESの成功がこの儒教と
結びつけられることがあるからである。それは，とくに韓国の高度経済発展の成功が儒教思想に
基づく韓国社会の儒教秩序と結び付いているのではないか（［25］207ページ）ということである。
これは，中国を始めとする東アジア諸国とは比較にならないほど韓国が儒教的枠組みのなかに深
く，しかもどっぶりと浸っていることの認識に立つものである。
　韓国は，李朝初期に儒教を導入し，李氏朝鮮時代（1392－19ユ0）500年の間に，いまでも成就
し得ていない発生地の中国を越えて，世界でも稀に見る唯一の儒教成就国となっているのである。
それは，朝鮮の太祖・李無知が朱子の生理学を尊重し，儒教思想による集権的秩序を打ち立て，
そしてその政権維持の手段として中央集権体制の強化を図ったことに始まる。李は，文官と武官
からなる両班（ヤンバン）官僚制を置き，そしてこれを文官優位で施行し，しかも数少ない官職
心内に両班階層を置ぎ，官職のための科挙制にこれを縛りつけることによって勢力争いを強化さ
せ，このバランスのうえに自身の国王の安泰を保とうとした。これに，忠孝一致を根幹とした
仁・義・礼・智・信の教え，儒教思想が人間の集団生活の倫理となり，祖先崇拝，老人の尊重，
国家ないし国王への忠誠が人間の集団内部の生き方に関連し，そして絶対神はないという原理を
結びつけることによって，一君万民の中央集権的政治体制を整えた。ここで科挙制は必然的に競
争原理を生み，人心は教育重視から平和主義の方向に向かったのである（［25］57－92ページ）。
　儒教の成熟し切った李朝時代半ぽに，武官（サムライ）からなる豊臣秀吉の軍が侵略して来た
とき，平和主義を尊ぶ文官からなる李朝にこれに対処できるすべはなかったのである。その後徳
川家康は，李朝との国交修復と儒教の導入に関心をもち，李朝からの通信使一行の歓迎と朱子学
の導入を実現したのであった。しかし日本における儒教導入後武士道との融合は李朝ほど成就す
ることはなかった。李朝は，19世紀に入って外来文化の波で大きく衝撃を受けたが，儒教文化は
そのまま残り，日本のさらなる侵略にも為すすべがなく，併合への途を辿ったのである。
　第2次大戦後韓国は，独立して近代的民主主義と資本主義経済社会体制を迎えて，その変貌を
逐げた。しかし独立後の民族文化の回帰のなかで，儒教の秩序と文化が戦前にもまして生活基盤
として確実に復活し，軍事政権下のひとつの目標に対する集団的組織的運営に当っては，儒教秩
序がよく作用し家族共同体的な団結が守られるというのが韓国の現状である。
　戦前の日本を思わせる財閥の形成においても，この儒教秩序はその本領を発揮し，短期間に大
きな成果を実らせた。そして国家経済に大きな機能的作用をもたらし，今日の高度経済成長の姿
を見るにいたった。先進国の仲間入りもどうやら果しているようである。
　しかしこの儒教秩序には過去の決定的な二例が示すような恐ろしい伏兵が待っていないとは限
らない。この伏兵を誘うものを悪魔だとすれば，儒教秩序のく悪魔〉はすでに現れていると思わ
なければならないであろう。最近よくく両班〉意識が新上層階級に復活したかのような錯覚さえ
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覚えるのである。韓国の教育水準が高いことはよく知られている。儒教文化のもたらした資産も
ある。経済開発計画の実施に当っても，この人力資産が即戦力として用いられ，いつも計画値を
上回わる実績で効果を上げるのに役立ってきた。しかしある一定の段階に達すると，これらの有
能な人力は，儒教社会独特の意識をもちはじめた。職階を意識し転職が多くなっているのも，そ
して職人的・事務的な仕事を避け，脱ダーディー職や管理職への志向が強いのもこのことの現れ
であろう。それは技術職についても管理職を望むようになるのが通常のようである。これは，教
育程度別失業率が，近年中卒者で1982年の2．7％から1986年には2，2％へ，高卒者で同期間で8．0
％から5．4％へと低下しているのに，大卒者では6，0％から6，9％へと上昇していることからも明
らかであろう（［21］72ページ）。さらに管理職への志向を誘因している社会になっているようで
もある。職種別・学歴別賃金格差が韓国において大きくなっている。大卒者の賃金が中卒者の3
倍になっており，高卒者の2倍になっている。そして管理職は生産職の4倍から3倍になってお
り，事務職の2倍になっているのである（［21］75ページ）。このようにして望んでいた階層ある
いは職種に到達した人々は新たな上層意識をもち始めた。
　これらの〈新両班〉達は如何にも時代錯誤的な意識のうえにあぐらをかいているようにも思え
るのである。技術導入をしたら，これを自分のものにし，さらにこれの精度を高めることが望ま
しいわけであるが，聞くところによると，韓：国ではこういうことへの関心はそれほど高くなく，
必要以上のことは無駄であると考えるところがあるようだ。近い将来来るであろう技術移転のブ
ーメラン効果を心配することはないとも人はいっている。このような感覚・態度が慢性的になっ
たとき，儒教のく悪魔〉，すなわち儒教秩序の停滞性が頭をもたげて来ないとは限らない。今日
の高度経済成長の前途は，いつにこの儒教秩序のもつく悪魔〉の発現にかかってくるのではない
だろうか。
　以上は，儒教の影響がもっとも強く残っている韓国の場合である。他のアジアNIESも儒教
文化圏ではあるが，韓国ほどには強く作用することはないであろう。しかしアジアNIESの成
功のカギを握る一要因になっていることは確かである。もしそうであるとすれば，経済発展が一
定の段階に達したとき，それまでの儒教秩序が双刃の剣となって明暗いずれに向くかを見極めて
対処しなけれぽならないであろう。
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